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【EU】 児童の性的搾取・児童ポルノ等の対策強化指令 
海外立法情報調査室・植月 献二 

 

＊欧州連合（EU）は、児童の性的搾取及び児童ポルノ対策の現行枠組決定を廃止し、これに代

わる、より具体的な犯罪規定と重い処罰を加盟国に義務付け、ポルノのネット閲覧やセックスツ

アー等にも対象を拡げ、犯人の告発、被害者の保護及び犯罪の防止について強化を図り、EU

加盟国全体で法の統一性を高め、協力して対処する指令を 2011 年 12 月 17 日に施行した。 

 

 

経緯 

欧州連合（EU）における児童の性的搾取及び児童ポルノ対策は、2004 年に公布し

た枠組決定 2004/68/JHA に基づいて行われている。これは、全 13 条からなる理事会

決定で、指定された行為に対して加盟国が 1～3 年の禁固刑以上で処罰するというもの

であった。しかし、欧州では、児童の 10～20％が性的虐待等の被害を受け、インター

ネットを介した被害も広がり、再犯率も 20%に上るという状況があり、欧州委員会は、

対策を強化する指令案を、2010 年 3 月に提出した。欧州議会及び理事会は、同案の修

正に関する事前協議を行い、欧州議会は同協議結果を踏まえた修正案を採択、理事会

も討議不要の扱いでこれを採択し、2011 年 12 月 17 日、「児童の性的虐待及び性的搾

取並びに児童ポルノの対策に関して定め、現行の枠組決定に代わる欧州議会及び理事

会指令 2011/92/EU」（以下「指令」という）が公布され、同日施行された（注）。各加

盟国は、2013 年 12 月 18 日までにこれに適合した国内法を定めなければならない。  

 

指令の主な内容 

指令は30か条から成り、当該分野における犯罪及び処罰の定義に関する最小限のル

ールを定め、犯罪の防止及び被害者の保護を強化する規定を導入するものである（第1

条）。「児童」とは18歳未満の者をいい、「性的承諾年齢」とはそれ未満においては

性行為が禁止される年齢で各国内法で定めるものをいう（第2条）。 

各加盟国が国内法で規定しなければならない内容は主に次のとおり。 

【犯罪及び罰則】 次に掲げる行為に対し、それぞれに示す期間以上の自由刑を規定する

こと。①故意に性的承諾年齢未満の児童を性行為に立ち会わせた者には 1 年、性的虐

待に立ち会わせた者には 2 年、性行為に関与させた者には 5 年。同様に、児童の信頼

やこれに対する権威を利用して性行為に関与させ、又は心身障害等を有する児童を対

象にした者には 8 年、これを強制した場合は 10 年。また、児童を強制して第 3 者と関

与させた者には 10 年。（第 3 条）②性的承諾年齢未満の児童をポルノ実演に参加させ

た者には 5 年、これを強制した場合は 8 年。また、児童の関与を知りながらポルノ実

演に参加した者には 2 年。同様に、児童を買春に関与させた者には 8 年、これを強制

した者には 10 年。自ら児童買春を行った者には 5 年。（第 4 条）③児童ポルノを故意
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に取得し、所持し又はネットで閲覧した者には 1 年、その配布、送信等を行った者に

は 2 年、これを製造した者には 3 年（第 5 条）。④性的承諾年齢未満の児童と性行為

を行い又は児童ポルノを製造する目的で、チャット等の情報通信技術を用いて児童を

誘引した者には 1 年（第 6 条）。なお、①及び②において性的承諾年齢以上の児童を対

象とする場合は、それぞれおよそ半分程度の期間を規定している。  

【措置の厳格化、再犯防止】 さらに、これらの罪の教唆又は幇助及び未遂を罰すること

とし（第7条）、心身障害等を有する弱者に対する犯罪、同居者又は複数の者による犯

罪及び組織的に行う犯罪については、国内法により更に厳しい措置をとる（第9条）。

また、児童と直接関係する専門的活動を行う者でこれらの罪を犯したものについては、

再犯防止のため、その資格を一時的又は永久に剥奪することができる。児童と直接関

係する活動を行う者を雇用する際に、雇用者はその当該犯罪歴又は資格のはく奪につ

いて照会する権利を有する（第10条）。 

【捜査及び起訴】 これらの罪は、親告罪とはせず、被害者等の告訴等が取り下げられて

も捜査又は訴訟を続行できるものとする。警察及び司法当局は、組織犯罪捜査に活用

されている効果的な手法を利用することができる。（第 15 条） 

児童に関係する職にある者が被害児童の存在に気づいたときに当該事実を保護担当

者に通報することは、当該職の守秘義務の違反とならないものとし、こうした通報行

為を奨励する（第 16 条）。加盟国間における司法権及び起訴手続の調整を行い、国内

犯又は自国民の国外犯の裁判権を確立し、国外における犯行も訴追できるようにする

（第 17 条）。 

【被害者の保護】 当局は、児童が被害に遭っていると認めた場合は、直ちにその児童の

状況等に応じた援助及び保護を与えるものとし、捜査、訴追及び公判への協力が被害

者の意思に反して行われないようにする。被害者にカウンセリング及び法定代理人の

支援を保障し、資金不足であればその経費は無料とする。犯罪捜査における児童への

面接等の方法について保護規定を設ける。（第 18 条～第 20 条） 

【広告、セックスツアー、予防】 犯罪を誘発する広告及び児童セックスツアーの企画は禁

止する（第 21 条）。犯罪防止のための教育及び訓練を行い、注意喚起のための行動を

とる（第 23 条）。効果的な更生プログラムを作り、刑事裁判期間や刑務所の内外を問

わず利用可能とする（第 24 条）。児童ポルノを有し、又は発信する国内ウェブサイト

に対してこれを直ちに削除させ、国外におけるものに対しては削除させるよう努力す

る。当該国内ウェブページへのインターネットアクセスは制限することができるが、

透明な手続と適切な保護の規定が設けられなければならない。（第 25 条）。 
 

注 （インターネット情報は 2011 年 12 月 21 日現在である。） 

・“DIRECTIVE 2011/92/EU OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 13 

December 2011 on combating the sexual abuse and sexual exploitation of children and child 

pornography, and replacing Council Framework Decision 2004/68/JHA,” Official Journal of the 

European Union, L335, 17.12.2011, pp.1-14. 
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